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研究ノート
インドにおける小工業の発展 (2)
一小工業開発援助政策と小工業の社会状態—
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3. インドにおける小工業の社会状態
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すでにわれわれは，ィンドにおける小工業発展の問題を，国家の小工業開発援助政策の
立場と関連せしめて若干概観してきた。
そこで次に，ィンドにおける小工業の現状そのもの，とりわけその社会状態について若
干概銀してみよう (1)。ここにハウラ市(2)における小機械工業の場合をとりあげたのは，
それがインドにおける小工業の一典型を如実にあらわしていると思われたからである。
なお，ここにいわれる小工業とは，すでに概観してきたように，一般的にインドにおける
経済産業構造発展上に大いにその役割を演じているものであって，国家・政府の奨励下に
おかれているような小工業を意味していることはいうまでもないであろう。
ところで，ここに標本として調査されたハウラの小工業は， 40単位である。これは旋盤
細工所・鋳型工場・鉄工所等一般的な機械工業の中から無差別に抽出されたものであっ
て，ハウラにおける小機械工業の数からみれば非常に微少である (3)。その標本規模も，旋
盤細工所では5バーセント以下，鉄工所では10バーセント以下のものだった。 (Cf.,B, P・ 
7.) 
次に，これら40の小機械工場における作業グループの若干の特徴についてみるに，まず
労務者の数は， 1人ー3工場，から， 10人ー1工場とさまざまである。 40工場のうち24は
1~5人の労務者を有しており，残りの16は5人以上の労務者を有していた。 1工場あた
りの平均労務者数は5人であった。一般的にみて工場は12人を超過していないで，それら
は雇主の労働を含む程小規模であった。職能の専門化に対する発展は，その分離がほとん
どなく複雑であり，雇主は，マーケッティング・財務および会計等の管理的行為も行なわ
ねばならなかった。このような経営的あるいは事務的職能は，雇主の息子が代理したり，
あるいは予算が許す限り，また雇主が無学な場合，パート・タイムの事務員が漸く傭われ
る程度であった。 (Cf.,B, pp. 10-11.)所有権の形態は，根本的に個人所有形態である。
その改善されたものとして，株式形態をとっているところもあったが，それもとるにたら
ぬぐらいに程度の低いものであった。 40工場のうち4分の 3が個人会社（時には個人資産
というよりもむしろ同族出資の湯合もある）で，残りの4分の 1が合名会社（たいていの
湯合，家族構成で， 1工場だけ 1人の他人が名を連ね， その他は部分的に共同化してい
た）であった。最近5ヵ年間にわたる所有権あるいは生産構造における変化はほとんどみ
られない。すなわち，自分で作った機械か，あるいは中古機械を頼りにして，低い売上げ
しか生まない，保守的な 1人の人間の管理による経済組織を反映してほとんど変更されて
いないのである。 (Cf.,B. pp. 11-12.) 
これを要するに，ここに標本としてとりあげられた40の小機械工業の経営規模および作
業規模は全く小ないし零細規模であり，かつ非近代的なものである。なお調査対象となっ
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た人員は， 40人の小工業経営者と，そこに働いている182人の労務者であった。
注(1) すでに本文献については，本小稿の 1・序の注(5)(拙稿「インドにおける小工業の
発展(1}--小工業開発援助政策と小工業の社会状態—'」関西大学『経済論集』第15
巻第3号46ページ）において示してあるが，それは，南アジアにおける技術発展に関
する重要な研究分野は小工業の分野においてこそ存在している (Cf.,B, p. 1.)という
目標の下に，その研究目標の一環としてインドにおける小工業および技術の社会状態
を調査研究したものである。
(2) ハウラ市 (HowrahCity) -ツヽウラを地理的にみると，そこはインドにおける主
要鉄道網の東のターミナルで，西ペンガル，ピハール，オリッサー，等の三重の地点
であり，炭田・鉄鋼業を近くにひかえ，遠洋航海の船舶が入港する産業の中心地であ
る。 19世紀・ 20世紀の初期を通じて，鉄工所・機械工湯・プ Vス工場・ジュート加工
湯等インドの主要輸出産業の集合地である。これら大工業のかげの下に，ハウラにお
いては小機械工業の目ざましい進出発展がみられた。カルカッタの中心から半径5~
6マイルの地点内における小機械工場の数についてみれば， 75パーセント以上もの多
くのエ湯が，ハウラ行政区域内に存在しているのである。一J.Bonneriee, Howrah 
Civic Companion. Howrah Municipality, 1955. Vol. I. p. 16. "The hand Book 
describes Howrah as the Birmingham on Sheffie/a of Bengal" Cf., B, p. 5. 
(3) ハウラ市当局は，その区域内におけるすぺての事業所に許可料を賦課しているが．
1958年には，この許可を受けたもの約20,000の外に，機械やそれに類似した職業を営
なんでいる事業所の数は2,116あった。そのうちで， 『エ湯法』 (TheFactories Act, 
1948)以下の登録工湯は285であった。 (Cf.,B, p. 7.) 
2 
ユネスコ調査センターの手による，ハウラの小機械工業に関する調査研究は， (1)社会的
背景， (2)企業の成長， (3)作業の実態， (4)作業態度および動機， (5)政府と小工業，等につい
てかなり詳細になされている。そこでこれら 5項目を手がかりとして，ィンド小工業の現
状とりわけその社会状態の一典型を概銀してみよう。
(1) 社会的背景
宗教およびカスト
インドにおける社会的背景のうちで，もっーとも特色あるものは宗教およびカスト制度で
ある。
調査された雇主と麗人は，ハウラ地区の人口構成を反映してすべてヒンズー教徒であっ
た(1)。またかれらのカストについては，大多数のものがMahiyasであった(2)。Mahiyas
は，農業・沿岸漁業が主要産業であるベンガル地方における伝統的なカストで，最近ハウ
ラ地区の都市周囲にいちじるしく集中的傾向を示している，といわれている。 (Cf.,B. p. 
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13.)調査対象となった労務者の70バーセント，および雇主40人のうち20人，すなわち50バ
ーセントがMahiyasであったが， このような同一カストの優勢傾向は，単にカストにお
ける親近性というよりもむしろ，工場内部での労働補充に対しては決定的要素である，と
みなしてよいであろう。 (Cf.B, p. 13.) 
しかしながら，以上のような傾向，すなわちかってのインドにおいてみられたカストと
職業との間の硬直的な関係は，緩和されつつある，といわれている (3)。(Cf.,B, pp: 13ー 14.)
職業パターンの傾向
職業パターンの傾向は，祖父の世代と父親の世代とではかなりの移動をみせている。す
なわち前者の世代では，農業が未だ主たる職業
であったのが，後者の世代に入ると，他の職業
があらわれだし，職業の発展的変化の傾向をみ
せているのである。
これを雇主の側についてみれば祖父の世代
では， 40人のうち21人までが農業を主要な生計
手段としており，他の8人は米穀商・小舟造り
等の仕事に従事していたのが，父親の世代に入
れば，農業あるいは兼農は9人と減少し，その
他は独立自営の職人(11人）・工場サービス (8
人）・事業 (12人）となっている。 (Cf.,B, pp. 
14ー 15.)このような職業上の変化は労務者の側
についても類似している。 （第2-2表参照）
なお第2-2表で注目すぺきことは，労務者の
祖父の職業で父親に引継がれたものが58バーセ
表2-1表労務者の伝統的職業
伝統的職業 ！労務者の数
農 業 133人
農業と事業等 13 
農業とサービス 6 
事 業 ， 
事業とサービス 4 
サービス 1 
空 白 16 
＾ ロ 計 182 B, p. 15. 
第2-2表労務者の祖父および父親の世代の職業
＼ 
農 業
農業と事業
農業とサーピス
事 業
サ ビ ス
空 白
農
農； 農サ 事 事サ サ業I 業 I l 
ビ ビ ビ
業 とス 業 とス ス
85 3 8 ， 32 
2 3 1 1 1 
1 2 4 
8 1 2 ， 
3 1 6 
91 6 8 21 2 54 
空
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A ロ
計
137 
8 
7 
11 ， 
10 
182 
B, p. 16. 
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ット，父親の代になって祖父の職業から離れていったものが42バーセントもあった，とい
•うことである。かれらの大多数は，サービスや給与労務者へと転向していったのである。
これを要するに，職業の変動性は，一代においてよりも，世代にわたって離反の過程と
.，してあらわれているのである。
職務の変動性の役割
次に，職務の変動性 (jobmobility)についてみるに， それは明らかに職業の変動性
,(occupational mobility)から区別されねばならない。なぜならば，同一職業（たとえば
農・商・エ等）の内部においても，職務を変更することが可能であるからである。 （たと
えば地主から農業労務者へあるいは一企業から他の企業へと身上の変更）
一般的にみて，父親の世代における職業としての独立事業（農・商・エ）内での職務の
変動性は，その初期の段階ではとるにたらない程度のものであった。 (Cf.,B, p. 17.)し
かしながら，時代の進展と共に，職業間においても，また職業内部の職務においても，か
なり多くの変動がみられるようになった。ここで注目すべきことは，雇主，労務者と両者
の側においても同じく，先祖からのいわゆる伝統継承的職業とかれらの現在の職業との間
には何ら関連性がなかったということである。 (Cf.,B, p. 17.) 
以上の事実を一層一般化せしめて述べると，工業化過程の進展と共に，伝統的職業は離
反の傾向を示しているということである。ことに農業から工業への移動のいちじるしさは
前掲の第2-2表からも読みとることができるのである。また小工業への参加の容易さが
朋確化されているということである。
生まれ故郷
ハウラの小機械工業に関係している雇主も労務者もほとんどが地元民あるいはその近郷
9のものであり，その人種はベンガル人であった(4)。調査された労務者の91バーセントが
ハウラの出身者であり，また94バーセントまでがベンガル人であった。 (Cf.,B, p. 18.) 
ここに注目すべきことは，人種上の特色がある職業のタイプに反映されているというこ
とである。すなわち，ベンガル人の社会的適正素質は相対的に技術的作業部門での職業を
選択する傾向にあるということである。
教育と職業計画
次に，調査された小企業家の教育程度をみるに， 40人のうち36人すなわち90パーセント
のものが，大体大学教育かあるいは正式の教育を受けていた。この比率は一般的人口の教
育程度よりも非常に高い。 (1951年の国勢調査では，全インドにおける男性の教育程度の
比率は24.9パーセントであった） (Cf., B, p. 22.)しかしながら，習得された教育のタイ
プは主として一般教育であるため，職業との間には明らかに顕著なギャップがみられてい
る。すなわち職業に関しては教育よりもむしろ経験が役立っているにしかすぎなかったの
である。
このような傾向は，労務者の側にいちじるしく， 182人のうち， 13バーセントは無教育
であった。教育あるもののうち，約3バーセントは学校に行かずに家庭で独習し， 49バー
ヤントが小学校出 (1~4年）， 32パーセントが中学校出 (5~7年），そして残りの16バ
.59 
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ーセントがそれ以上の水準 (7年以上）の教育を受けていた。 (Cf.,B, p. 22.) 
ここに注目すべきことは，専門的教育の
欠如ぉよび生涯の目標の不明確さと，現在
における職業上の生活とは余り重要な関連
性を示していないということである。イン
ドにおいては，一般的に教育施設の不足と
いうことよりも，経済的貧困が主たる理由
で，一般知識の習得の段階が済めぱ，就職
することを余儀なくさせられているのであ
第2-3表労務者の現在あるいはこの'
職業に就く以前の職業計画―
業 1 労務者の数
?
? ?
画
この種のある職務
より一層の技術的職務
る。
そこで，われわれは，かれらの社会生活
あるいは経済状況についてみなければなら
ないのであるが，それに先立ち，加れらの
年令構成について若干触れておこう。
年令構成
年令構成を雇主の側についてみるに，そ
れは， 40人のうち36人までが50オ以下であ
った (31~40オ層と41~50オ層）。独立自営の小機械工場の設立は26;_30オの間に非常に
多くみられている。旋盤細工所をはじめてきた38人の企業家のうち， 13人は30オ代の層に
入っており， 18人は実に30オ以前に，これを設立していた。 (Cf.,B, p. 25.) 
次に，労務者の側の年令構成については， 182人の労務者のうち， 47バーセントのものし
が， 20オかあるいはそれ以下の若年のものであった。また， 21~30才までのものが47パー -
自分自身の小企業経営
僧侶あるいは事務員
農 業
教育の続行
合．計
51 人
59 
46 
13 
7 
4 
2 
182 
B, p. 24. 
第2-4表労務者の年令
年 令 l労務者の数
15オ未満 9人
16~20オ 76 
21~25 58 
26~30 27 
31~35 8 
36~40 3 
41~45 1 
＾ ロ 計 182 B, p. 26. 
セント， 31~45オまでが6バーセントであった。かく，
て平均年令は21.6オという若さを示すのであった。
(Cf., B, pp. 25ー 26.)
一家の所得と経費
一家の範囲についてみるに，それは家族はもちろん
のこと，ある程度疎縁な親類—たとえば兄弟および
兄弟の家族ーーにまで広げられている。そして企業の
形態もそれを反映して，兄弟合同所有のものが多い。
なお40人の企業家は，既婚者35人，男やもめ 1人，未
婚者4人であり，たいてい家族と同居してハウラに住，
んでいた。 (Cf.,B, p. 26.) 
さて，企業は一般的には余裕ある所得をかれらにも
たらしていたようであるが，•投資は必らずしも常に利
潤を与えていないということは注目されてよいだろ
う。そこで企業家が1ヵ月あたり自分の企業から抽出公
GO 
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Iしている金額についてみるに，それは次のとおりである。
100ルビーあるいはそれ以下 8人
100~200ルビー 16 
200ルビー以上 8 
必要に応じて抽出す 3 
（注 1ルピー：約76円） (Cf., B, p. 26.) 
しかしながら，以上に示された金額は必らずしも企業所得を意味しないし，また一家の
総所得をも意味していない。事実，小機械工場だけが唯一の所得源泉だったものは26人
で，他の14人の企業家は，農業・地代・兼営の企業等を所得源泉として所有していた。
,，(Cf., B, p.26.) 
次に，かれらの生活水準についてみるに，企業家の方は一般的にみて良好な状態を示し
ている。すなわち， 1月あたりの経費が101~250ルビーというのが26人， 251~1,200ルビ
ーというのが9人いた。また住居についても，自宅所有者は23人で， 20~90ルビーの借家
に住んでいるものが14人となっており，工場の中に住んでいるというのがただ1人だけい
た。 (Cf.,B, p. 27.) 
生活水準を労務者の側についてみるに，まず既婚者22バーセント，未婚者78バーセント
と分けられ，独身労務者の10分の 3が，自分自身の個室に住んでいるか，あるいは他の労
務者と同居していた。残りの10分の 7のものは，家族あるいは親類縁者と同居していた。
工場労務による所得は企業家の場合と比較して全く低く， 100ルビー以下であった。その
ため大多数の労務者の所得は，その一家の所得を補充する程度にしかすぎないのである。
•そしてかれらの月あたりの支出経費も，このことを反映してか非常に少なく， 50ルビー以
第2-5表工場労務の月額所得
所 得 額 ！労務者の数
25; レビーあるいはそれ以下 29人
.26~50ルビー 55 
51~75 63 
'76~100 25 
-1001レビー以上 7 
固定していない 3 
50~100ルビーを希望 2 
徒弟•練習者 1 
A 口 計 182 
B, p. 28. 
-.61 
下というのが80バーセント近くもあった
のである。 (Cf.,B, p. 27.) 
このように，労務者の生活状態は，企
業家のそれに比較していちじるしく低
く，その日暮しというのが多いようであ
る。このことはかれらのうち58バーセン
トが，農業あるいは兼農を営なんでいる
父親から生活費の援助を受けているとい
う事実からも伺いうるであろう。 (Cf.,
B, p. 28.) 
なお労務者の生活状態のうち興味ある
と思われるものを二三素描してみよう。
まず住居についてであるが，自宅を所
有しているものは25バーセント，借家住
いのものが50バーセント，家賃の支払い
なしに親類宅に同居したり，下宿，ある
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いは工場か雇主の住居に寄宿しているもの等が25バーセントあった。また住居の種類につ•
いては，永久建築（レンガ造り）に居住4バーセント，半永久的建築に居住62バーセント，
クッチャ (Kutcha.麦わらと泥でできた家）に居住しているものが34バーセントあった。
またいかにその生活が貧しく，かつ非文明的であるかということは，電灯の使用状況がわ・
ずか30バーセント（残り70パーセントは灯油を使用）にしかすぎないということと，水道
使用状況の低さ（水道使用54バーセント，井戸水使用37バーセント，池あるいは貯水使用
9パーセント）からもわかるのである。下水道および共同便所等の施設も非常に遅れをみ・
せている。 (Cf.,B, pp. 31ー 32.)
次に，労務者の通勤時間についてみると，通勤時間が半時間以下というのが80バー セン＇
トであった。また労務者の4分の3は徒歩通勤で，残りのものは汽車・バス・自転車等の乗:
物を利用しており，定期代は 1ヵ月あたり 5~10ルビーであった。 (Cf.,B, pp. 31ー32.)•
ところで，以上のような住宅・水利・衛生施設等の不完全な社会状態の中で，とくに最：
近5ヵ年間に現在数のおよそ半分以上の工場が設立されてきているのである。一方このよ
うな事実を反映して国家の計画的な工業開発は，都市集中化傾向を奨励してきたのであ
る。しかしながらハウラにおいては，小および大工業の成長の反面，住宅・水利・衛生施．
設等が非常に遅れたままで放置されているのである。このことより，われわれは一般的に
も，工業開発は根本的に社会開発と相関連して行なわれねばならないと主張することがで． 
きるであろう。
宗教およびカストの束縛
さて，小工業における労働が，かれら小工業関係者の社会生活におよぽす影響はほとん•
第2-6表 カストの束縛，およびそにれ従っているか，否かの理由調査
??????????? ???????
し‘
??? ???????
空 ?
? ?
社会的交際
非カストとの食事
（社会的機能における）
非カストとの結婚
低カストとの水欽み
低カストの台所立入り
の許容
どのカストの束縛にも
従わぬ
空
17 
47 
103 
27 
45 
46 
27 
26 
47 
32 
????
54 
44 
??
??? ー
??? ??
? ー
167 
167 
167 
167 
167 
14 
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B, p. 36. 
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どみられていない，と述べられている。すなわち，「小工業における労務あるいは企業家精
神は，社会変化に対する独自または主たる要因ではなかった」 (B,p. 34.)のである。事実
雇主も労務者も，そのほとんどが職業と宗教儀式やカストの慣習とは無関係であると述べ
ている。換言すれば，職業の性格に由来して，宗教的儀式やカストの束縛が緩和されたと
答えたものは非常に少なかった，ということである。(Cf.,B, pp. 34ー 35.)しかしながら，
労務者のうち90バーセント以上のものが自分の働いている工場の機械や道具に対して，毎'
日かあるいは特定の日に礼拝を行なっている (5)。また後にみるように，ヒンズー教の祭
典日には雇主•も労務者も休業するという慣習は，やはりインド人独得のものとして，そこ
にいまだ宗教儀式やカストの慣習のあらわれを認めねばならないであろう。
(2) 全業の成長
工場設立
企業の歴史：まず企業設立の時期についてみるに， 40工場のうち21,すなわちその過半
数のものまでが最近5ヵ年間に設立されてきている。
ところで，ハウラの小機械工業に関するこの調査は1959年の10月~12月と1960年初頭の
数日間に行なわれたものであった。それはまた，ィンドにおける第2次5ヵ年計画 (1957
年~1962年）のまさに中期にあたっている。インド第2次5ヵ年計画では，第1次産業部
門ことに農業偏重的であった第1次5ヵ年計画と異なって，工業開発に重点がおかれてい
た。すなわち，ネルー首相の言にも認められるように， 「大工業部門，工業の全基礎部門
は完全に国家に属さねばならない」，そして中小企業に対してさえも「過渡的な時期には
協同所有になることが望ましい」 (6)と主張されていた時期なのである。しかしながら，こ
のような政府の小工業開発援助計画とは何ら関係なしに，ハウラにおいて数多くの小機械
工業が急速に増加設立されたという事実は注目に値するであろう。
次に， 12の工場が6~15年以前に設立されていたが，この時期は第2次世界大戦後の混
乱期で，それはまた開発計画以前の時期であった。
また，機械工業に対しては一般的に誘因を与えている戦時中の1939年~1944年の間にお
ける企業の設立は，わずか3しかなかった。これは， 「戦時中にこのような工業の成長率
が非常に遅かったというのではなくして，それに続く次の時代にそれらの死亡率が非常に
多かった」 (B,p. 38.)からである。なお，戦前すなわち21~30年以前に設立されたもの
は， 4工場あった。
これを要するに，ハウラにおける小機械工業の設立増加は，ここ 5年間にみられた顕著
な出来事であり，それ自体では政府の小工業開発援助政策とは何ら結びついていなかった
のである。
企業の評価：旋盤細工所は，金融上の限界が少なくともその設立抑制要因となっている
「小」企業である。ハウラにおいてみられた小工場も全く小規模のもので， 中古の機械
ゃ，自分の手で作った機械等を使用しているため，その創業資金も翌，000ルビー程度とい
うものが非常に多くみられた。またこの資金源も主として親類縁者か友人関係のものであ
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った。:(Cf., B, pp. 3? ー39.)
企業参加の容易さ
以上のように，小資本や中古あるいは手作りの機械で，あるいは親類縁者と共にできる
というところから，企業設立は非常に簡単に開始されている。そしてその主たる動機は，
経済的改善や，生活手段の独立ということであった。，すでにみてきたように，労務者の・月
額所得は50~100Jレビーと全く低いものであった。したがって，小工場内部での所得格差
は労務者である限り狭いものであるといえるであろう。そこで自己の地位の改善は，新し
い企業の設立という願望と結びついていくのである。この外インドにおける所得増加ある
いは生活改善手段をえるための主要な代替性は，大工場での雇用であるが，これもその機
会が非常に少なも競争的であった。しかも大工場における最高の地位も監督程度であっ
た。このようにみてくると，小工業への参加の容易さは「賃金一雇用におけるこの所得限
界を通じてこれを打破するためのもっとも便利な手段としてあらわれている」 (B,p. 40.) 
といってよいであろう。
成長率
会計制度：一般的に小企業におけるもっとも欠陥であるとさえいわれている特質の 1つ
に会計方法の不正確がある。ハウラにおける小工業もこのことを反映している。すなわち
39人の小企業家のうち，30人が概念的には，企業と家計とを分離していた。 34人は正式の会
計簿をもっていたが，単なる領収等の記録程度のものであるといわれている。 (Cf.B, p. 
41.)このことからも，われわれはかれらの企業が，また経営知識の低さが読みとれるので
ある。
次に，競争に関しての調査報告についてみると， 40工場のうち22工場が非常に競争下に
置かれていた。競争が平均であったものは14,全くその影響を受けなかったものは4とな
っていた。なお競争の相手は，大・小両工業の場合もあるが，主として同様の小製造業で
ある。競争はかれらの企業に対して不利な影響をおよぼし， その結果製品価格の切下げ
という痛手をこうむらしている。
(Cf., B, pp. 41-42.) 
成長の指針：たいていの企業は19-
59年までに非常に成長してきてい
る。第2-8表から，単に企業や機
械の数の成長を理解するのみならず
企業規模の増大をも理解することが
できる。すなわち， 1955年には平均
1企業あたりの機械の数が4.19であ
ったのが， 1959年にはそれが4.75と
増加しているのである。このような
繁栄は1955年以前とそれ以後との両
方に分けられる。そして1955年かあ
第2-7表規模の成長
企業の数
価 格（ルビー）
開始の時期 1現在
5,000, あるいはそれ以下 26 (a) 11 
5,001~1,000 10 11 
1,000以上 3 17(a) 
空 白 1 1 
A ロ 計 40 40 
（注） (a): 鋳型工場1を含む。 B, p.-43. 
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第2-8表企業の成長
年 l 企業の数 1 機械の数(a)
1955 21 88 
56 26 104 
57 33 137 
58 39 163 
59 40 190 
るいはそれ以来，この傾向は高まってきているの
である。
成長の源泉：企業成長の一般的な源泉は企業内
部における金融事情に求められるぺきであるが，
ハウラにおける特徴と思われるものは，それが労
働であるということであった。すなわち． 「ハウ
ラにおいて小工業が開始されるとき，主要な機械
や特別の旋盤は， ある企業で超過勤務を行なう
か，あるいは時としては，他所で全時間労働を行
なってその最低限度の資材を購入し，そして自分
（注） (a): 電力発動機や小道具を で作り上げる」 (B,p. 45.)のである。要するに，
除外し，旋盤・穿孔機・仕上 企業家達は資金調達の不足がかれらの事業成長あ
機• その他の機械等を含む。 るいは拡張を妨げているという不満がある一方，
B, p. 44. 
資金借入上の債務をおそれて，ただ自分自身の労
働手段のみにたよって，これを行なうという慣習があるのである。また，かれらの企業そ
のものも市場において正式な資本調達を受けるほど十分な大きさのものではなく，組織も
なかったのである。
企業の状態：企業の状態もその成長を反映して，大体ここ 5ヵ年間は良好な状態を示し
ている。しかしながら，個々の企業について，その状態もさまざまであるということはも
ちろんのことである。
成長の問題
すでにみてきたように，ハウラにおける小工業の設立増加の傾向は最近の 5年間にいち
じるしかった。そしてそれ以前から設立されてきた企業，すなわち存続年数の長い企業も
かなり多いということから．一般的にこれらの企業の安定性が示されているのである。し
かしながら，それは「成長なしの安定性ー小および固定した限界内での安定」 (B,p. 46.) 
であったにすぎないのである。
それでは．このように,j-Qこ業の成長を妨げている要因とは一体何であろうか。ハウラに
おける小機械工業の場合，次の 6つのものが企業成長を妨げている要因としてあげられ
る。すなわち．その 1は，雇主側における企業経験の問題，その2は，規模よりも数にお
ける成長の問題，その 3は，資金の問題，その4は，作業の性格の問題，その 5は，市場
機構の問題．そしてその 6は，企業の拡張に対する動機の不足等である。
そこでこれら 6つの要因の研究分析について，若千概観してみよう。
雇主の背景一一訓練および企業経験の不足：たいていの雇主は，自分の企業に労務者を
傭っていた。またかれらが企業経営を行なう以前に機械工場に関係していたものも多かっ
た。ところでかれらの教育的水準が高等学校程度であり，しかも専門的職業訓練を受けて
いなかったということは，すでにみてきたとおりである。とくに技術訓練の不足は，その
施設の不足と共に，雇主の職業的背景に大きな欠陥を残しているのである。かれらが受け
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ていた実際的訓練の唯一の機会は，機械工場での作業経験であったにすぎないのである。
(Cf., B, p. 47.) すなわちかれらは，最初小機械工場での徒弟• 練習生→未熟練労務者→•
半熟練労務者→熟練労務者の過程のいずれかの段階で独立して自分の企業を設立してきて
いるのである。
かれらがいかに教育ことに専門教育を重視しているかということは，かれらの子供に対
する教育および学歴計画に反映されている。しかしながら，たとえ人間教育における進歩
・改善が可能になり一般化されるとしても，ハウラにおける小機械工業の，規模—障壁（成
長なしの安定性，および固定した限界内での安定性）の打破ができるか否かは，論じえな
いであろう。 (Cf.,B, p. 48.) 
規模よりも数における成長—分裂の役割：ハウラにおける小工業の設立は実に容易な
ものであった。このことは，企業家側にとっては，その雇人は潜在的競争相手すなわち新
しく企業を設立するかも知れないものであった。一方，労務者の側からすれば小企業の独
立自営の可能性は存在しているのである。したがって， 「資本と労働の側から，麗用の不
安定性を生じる」 (B,p. 48.)のも当然のことであった。 しかしながら， かれらの関係が
人間的には悪化していないということは，後にもみるように，小工業の特徴をあらわして
いて興味深いものがあった。ハウラにおける小工業設立あるいは分裂の可能性は主として
創業資金の低額を反映していたのであるが一ーすでにみてきたように4,000ルビー程度で
可能であった一一，これに加えるに他の多くの要素が存在していた。すなわちその 1は，
何ら設立投資を行なうことなしに，賃貸契約で機械を用いて小工業を開始することができ
たという便宜である。また，原材料や鋳物等は周囲の工場から購入できた。労働力も，熟
練者は別として，簡単にえられた。生産物に関する市場でさえも，最低相場で，仲買人の
間で買われることによって，自動的に創られていたのである。以上のような好条件は小工
業にとってはすべて有利となっているのみならず，危険を分散させるための競争的副工場
を有している大工業の側にとっても研究対象となっていたのである。 (Cf.,B. p. 49.)こ
ういったすべてのことが，ハウラの小機械工業の繁殖を導いてきているのである。
以上のことを反映して，企業の拡張は，個々の企業規模の増大というよりも，むしろ企
業数の付加という形をとっていたのである。次に，このような繁殖の間接的原因は， 「多
くの潜在的雇主が，既存の小工場を競争相手と考えていたからである」 (B,p. 49.)とい
われている。すなわち， 「競争が，企業における利潤の最低限度の性格や，品質ー一伝統
の不足を内包して，低価格や品質の悪い製品でもって新しい企業によってひきおこされや
すかったからである。」 (B,p.49.)また，ハウラの機械工業の製品に関する市場も，新来
の企業を可能ならしめるような，非個人的に拡大されたものであった。そしてこのような
市場の膨張傾向は急速に増加しているように思われる，といわれている。 (Cf.B, p. 49.) 
成長に対する資金上の障壁：すでにみてきたように，たいていの小企業家は，小資本で
もって自分の企業を設立してきた。すなわちかれらの企業開始の初期の段階においては，
多額の設立投資なしに，自分で作った機械か，あるいは低廉な中古機械の購入によって，
企業を設立および拡張することが可能であったのである。しかしながら，ある規模を越え
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た拡張については，資本は必然的に重要な要素となってくるのである。換言すれば，企業
規模の拡張に伴う付加的な資本投資は， 「よりょい機械を買うのに，あるいは拡張された
事業に対して要求される大きな在庫品を維持するのに必要となってきた」 (B,p. 50.)の
である。このように企業規模の拡張に対して資本が決定的要素であるのにかかわらず，小．
企業においては，そのような剰余金を内部にもたらすほど十分な規模の成長がみられてい
ないのである。一方，資金調達に関する条件も悪く，また不十分である。そして銀行等の
金融機関も，企業規模が余りにも小さいため，その貸出し対象としていないのである。
成長に対する障壁としての請負仕事（専門化）：作業および市場機構の性格は，小機械｀
工業としての旋盤細工所の規模における成長に対して作用力を有していた。このことを八
ウラの小機械工業についてみるに，ほとんどすべてのものが請負仕事 (job-work)を行な
っていた。すなわち，かれらは「注文を受けることによって作業をしていた「(B,p. 50.} 
のである。請負仕事を行なっていることから抽出されると思われる結論のあるものは，
「作業が製造ー組立部門の上に組織されることができなかった」 (B,p. 50.)ということで
ある。また， 「作業ー繁忙の割合が一様でなく，注文の流れに依存して，継続的 't;カ・
った」 (B,p. 50.) ということである。その上，なされた作業の性格やタイプにおいても
またその履行能力の組織においても， しばしば変更があったということである。 (Cf.,B, 
P. 50.) 
ところで，事業拡張の 1つの必要条件は，成長している市場に対する作業の流れを中絶
しないということはいまさら述べるまでもないであろう。しかしながら，上にみてきたよ
うにハウラの小機械工業においては，注文が閻断なく入ってくることも，また同一製品の
生産を行なうということも期待することはできなかったのである。したがって，そこには
一般的に経常費を低く維持しようとする 1つの抑制が生じてくるのである。そして，需要
に対する予想に関しても，計画された事業の拡張をおさえようとする傾向があったのであ
る。 (Cf.B, p. 51.) 
成長に対する障壁としての市場機構：ハウラにおける小機械工業の成長を妨げていると．
思われる第5番目の障壁要因は市場機構である。
そこでまずハウラの市場の構成者についてみるに，それは， 「製造業者，卸売商・小売
商等を含む仲買人から成っていた。」 (B,p. 51.)製造業者はハウラに居住しており，一般
に，政府・鉄道から小工業へ下請の注文を取っていたo卸売商および小売商は，通常金物商
を営なんでおり，クリープ街 (CliveStreet)やカルカッタのカニング街 (CanningStreet), 
に住んでいる。 (Cf.,B, p. 52.)カルカッタは周知のようにインドにおける主要都市の 1
つであるが，そこはまたバイヤーの中心地でもあった。一般的に， 「仲買人は，注文を，
政府・鉄道・主要工業（とくにジュート工場）茶園等から取っていた。」 (B,p. 52.) 
次に，製造業者と仲買人との関係についてみるに，それは前者が強い立場にある場合も
あり，また後者が強い立場で支配している場合もあり，正確には限定できない，と述べられ
ている。 (Cf.,B, p. 52.)なぜならば，「その性格上，半個人的であるからである。」 (B,p.
52.)ところで，このょうな市場機能における分業は， 「ハウラの小機械工業の規模におけ
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る成長に関する明白な衝撃となった」 (B,p. 52.)のである。継続的注文の欠如は， 製造
業者側に対しては，注文を確保するため間接費を低下せしめ，そしてその結果，企業に対す
る投資の規模を縮少させるという悪影響を与えているのである。また仲買人側の誠実さの
欠如は，安定した配給関係の樹立を妨げたのである。事業において，企業家として活動し
ている仲買人がハウラにおける4潟島械工業の激しい競争について興味をもっていたのも当
然のことであったであろう。そしてかれらは競争の維持について大いに役割を果していた
のである。すなわち， 「販売において独占の有利さを維持することから，製造業者を妨げ
るために，仲買人が生産活動を行なうことは，十分な一般目的であった」 (B,pp. 52-53.) 
のである。これに対して，制限された数の仲買人を競争させるための小工業側の，協会と
か組織といったものは存在していないので，小機械工業にとってはすべて不利であったと
みなしてよいであろう。
なおハウラの小機械工業に対するいわゆる仲買人に関しては改めて後述する。 （本小稿
54~55ペー ジ。）
拡張に対する動機の不足：ハウラにおける小機械工業の成長を妨げているところの障壁
要因の最後のものは，企業の拡張に対する動機が不足しているということである。
ところで，雇主の約4分の3のものが，その初期の経歴が，労務者であったか，あるい
は請負供給者としての機械工業に関係していたということは，すでにみてきたとおりであ
る。そしてかれらが小機械工業を経営するにいたったもっとも大きな理由は，企業の参加
の容易さと共に，労務者として稼ぐよりも企業経営の方が「余裕ある所得をもたらす」と
いうことであった。換言すれば，「経済的改善と独立への願望」 (B,p. 53.)ということで
ある。しかしながら， このような独立，すなわち自分自身の企業を経営するということ
と，その企業の規模や，あるいは所有権を誇るということとは何ら関係がなかったのであ
る。また企業拡張に対する動機は低かったのである。その理由として，企業を経営するこ
との方が，労務者よりもただ所得が高かったというだけのことがあげられているのであ
る。 (Cf.,p. 53.) 
また企業に対する内・外の推進力が非常に不足しているように思われるのである。企業
に対する外部的推進力としては，一般的に政府援助あるいは，協同組合等の諸団体・組織
の援助等があげられるが，ハウラの場合，このようなものが非常に少なかったのである。
事実， 「たいていの雇主が政府援助の必要を考え，そしてそれを欲していたのにかかわら
ず，ただ2人だけがこれを確保することができた」 (B,p. 53.)のである。そして， 内部
的推進力として協同組合等が小工業にとって役立っているということを知っておりなが
ら，ハウラにおける小機械工業の経営者達は，かれら自身のグループを作ることについて
は消極的であるかのように報じられている。 (Cf.,B, p. 53.)外部的推進力によって企業
拡張を達成しようとする一般的な願望，換言すれば外部からの援助をあてにしているのに
かかわらず，自らの推進力が存在していないということである。 (Cf.,B, p. 53.)そして
このような内部的な企業の推進力の欠如は，ハウラの場合，製品の同一性の欠如となって
あらわれているのである。すなわちかれらは， 「商標名を想起する特別製品の製造者より
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も無名の受注者の方を根本的に重んじた」 (B,p. 54.)のである。かれらは， その事業の
性格上，間接的な市場機構に依存し，そして，自分自身の製品に個人的な興味を失なわせ
られたのである。このように，企業の拡張に対する動機がたとえ存在していたとしても，
また，すでにみてきたような障壁を克服するのに動機が十分強かったとしても，それは疑
わしいものであるといわねばなるまい。
(3) 作業の実態
次に，ハウラにおける小機械工業の作業について，その特徴的と思われるものを若干概
観してみよう。
作業条件
まず，これら小機械工場が存在している地域についてであるが，それはすでにみてきた
ように，企業参加の容易さを如実にあらわし，その上，ハウラ市の秩序ある都市成長計画
の欠如をも反映して，さまざまの工場が，いたるところに存在しているようである (7)。
作業の繁栄期は，熱帯地方であるため，夏および雨季を除く時期， とりわけ冬とされて
いる。 (Cf.,B, p. 55.) 
また，作業場やその設備，労務者の報酬条件等についても，企業規模の小・零細性を反
映しており，あらゆる面で劣っているものとみなしてよいであろう。すなわち，作業場所
は狭く，調査された 40工場の平均面積はわずか415平方フィートである。工場内部の照明
は，太陽光線が漸く入るほどのすき間しかない暗さであり，その上電灯もうす暗いものし
か使用されていない。機械等の、配置も乱雑をきわめ，製品や原料品等と混乱して放置され，
労務者の作業を非常に困難に陥らせている，と述べられている。 (Cf.,B, p. 55.) 
第2-9表工場における設備の適当さ（労務者の意見調査）
設 備 無設備 i適当 Iかなり適当 十分に適当 1 合計
照明一 I 28 I 73 I 81 I 182 
五の：: ~,1-:H二~-ー: I : 
B, p. 56. 
しかしながら，工場における設備の適当さに関する労務者の意見調査によれば．一般に
それを適当と認めている応答が出されているのは興味深い事実である。（第2-9表参照）す
なわち，応急手当ての設備については．ほとんどがないということを訴えているが，作業
場の広さを十分に適当と認めたものが54バーセント，かなり適当と答えたものが40バーセ
ントもいる。同様に，照明や換気についてもそれを十分に適当と認めたものが45バーセン
ト，かなり適当と認めたものが40バーセントもいたのである。 (Cf.B, p. 56.)このように
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一般的に不平をいわないで満足しているかのようにみえる労務者の態度は， 「作業条件に
対するかれらの忍従を形成してきからかも知れない」 (B,p. 56.)が，それはまたあらゆ
る面に関する生活様式および生活水準等の低さをあらわしているものと断言してよいであ
ろう。 、
次に，労務者の賃金についてみるに，それはすでにみてきたように非常に低額のもので
あった。賃金は一般的に日給制度によるものであり，熟練労務者で 1日につき 2~4ル
ピーを与えられているにすぎないのである。
ところで労務者は，その作業の性格に基礎をおいて，熟練労務者(skilled)(36バーセン
ト），半熟練労務者 (semi-skilled)(35バーセント），そして練習者あるいは未熟練労務者
(traineeboy, unskilled) (29バーセント）等に分類することができる。 (Cf.,B, p.57.)こ
こに注目すべきことは，練習者あるいは未熟練労務者についてである。かれらは工場作業
に関しては労務者 (worker)というよりはむしろ相併者 (partake)である。一般に労務
者は，最初の工場ではこのような見習い (apprenticeship)として働いていたのである。
このことは，雇主側にとっては，未熟練労務者を低廉な報酬賃金でもって入手する絶好の
機会であった。しかしながら，それはまた労務者の側にとっても，かれらが熟練技術を学
ぶための恰好の教育・訓練機会であったのである。なぜならば，インドにおいては，すでに
みてきたように，正式の職業教育や訓練の機関およびその機会が非常に不足しているから
である。このような雇主と雇人（経営者と労務者）との間における利益的なつながりは，
雇人の側の徒弟期問が終了すれば，その後は作業成果に応じて適当な報酬でもって契約を
結ぶか，あるいは契約解消ということになっている。 (Cf.,B, pp. 57-58.) 
さて，賃金についてはすで
にみてきたように，それは非
常に低額のものであり，また
増加分についても，それを規
則的に行なっているところ
で，その比率は1日につきわ
ずか12nPから50nP(注nP・ナ
イヤパイサー， 100分の 1Jレ
ピー）であったが，制度その
ものからして一般的に普及さ
れていない，とみなしてよい
であろう。（第2-10表参照）
第2-10表増加分の比率
増 加 分 i労務者の数
規則的に与えられた
不規則的に与えられた
ゼロ，あるいは今迄与えられなかった
固定していないため無回答
7人
112 
20 
43 
? ?
182 
B, p. 58. 
次に，賞与制度（ポーナス）．についてみるに，インドではそれが労働関係における生活
賃金 (livingwage)と公正賃金 (fairwage)との間の差額とみなされていることは注目
に値するであろう (8)。大工業においては，それが一般的に企業の利潤に基礎がおかれてお
り，しばしば，所得の範囲拡張か，あるいは企業の積立金に関する労働ー経営協約上の問
題であるのに対して， 「正式な会計制度が存在していない小工業においては，賃金上に不
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足額を生じせしめるような規則正しいボーナス制度や，企業家の繁栄を分け前として労務
者に支給することは，通常期待されていない」 (B,p. 59.)のである。要するに小工業に
おけるボーナスは，ーそれはインドにおけるのみならず広く一般的に一ある場合には雇主
の感謝のしるしか，雇人の忠節をかちうるためか，あるいは企業の繁栄を表示するために
企てられたものであったのである。ハウラにおける小機械工業の場合，通常ボーナスに類
似するものは， その民族的祭典の儀式（ペンガルの祭典， プジャ P_ujaー ヒンズー教の儀
式）の際に， なにがしかの現金あるいは衣服のような小さなプレゼントが与えられてい
る。 (Cf.,B, p. 59.)ここにおいて，われわれは， 企業—少なくともインドにおける小
企業一ーにおける人種上の特色あるいは慣例を見出すことができるのである。
次に，休暇についてみるに，まず日曜日に関しては，通常それは有給休暇ではなかったの
である。小企業の雇主に一般的な基本原理は，「無作業ー無報酬」 ("noWork, no Pay") 
(B, p._ 60.)という徹則であった。そしてこの原理は， 日給率制度・週休やその他の休日
・病気欠勤等にまで広げられているのである。 (Cf.,B, p. 60.)しかしながら，有給休暇
はかれらの間で全く知られていないというわけでもなかったのである (9)0事実40人の雇主
のうち「27人のものが，州の休日を有給で与えていた。」 (B,p. 60.)しかしながら，有給
休暇は概して宗教的儀式と関連しているように思われる。それも企業利潤に余裕がある場
合，その余裕の程度に応じて労務者に無作業のままで数日間給料を与えていたのである。
（すなわち有給休暇(10))ここにおいてもまた，われわれは企業における人種上の特色あ
るいは伝統的慣習のあらわれを見出すことができるのである。
ところで，労務者の勤務状態はどうであろうか。賃金労務者を雇傭している38人の雇主
のうち，25人が，かれらの労務者が滅多に欠勤しない，と答えており，また11人の雇主が，時
々欠勤すると答えているところからも，労務者の勤務状況はまずまずといったところであ
ろう。 (Cf.,B, p. 60.)換言すれば，労務者のサボタージュとか計画的欠勤 (Absenteeism)
といったものは， 「大工業においては重大な問題であるけれども，ハウラの小工業では，
明らかに主要問題ではなかった」 (B,p. 61.)のである。
以上において概観してきたような，ハウラの小機械工業における賃金および作業条件等
の実態から，およそ次のような一般的な結論が抽出されるであろう。
その第1のものは，小工業における労務者の生活水準が全くの最低限度であるというこ
とである。ことにハウラの小機械工業においては，熟練労務者でさえ，それは相対的に低
いということである (11)。小工業においては，水平的流動性が高いため，唯一の報酬は，
熟練あるいは，階級的上昇の機会だけである。 (Cf.,B, pp. 61-62.) 
その第2のものは，労務者に対する休暇の権利が全く欠如しているということである。
ここに研究対象となった小工業は『工場法』によってカヴァーされていないので，雇主と
労務者との契約関係も，法律によって定められたものではなかったのである。かれらの間
に一致した契約は，相互的および最小限に受け入れられるものであり，またその地域にお
ける職務機会に対する需給関係に依存している外部市場力によっても，ある程度決定され
ているのである。法律によって制定される条件とはいうまでもなく，それは達成されるべ
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き最小限度の標準であって，それはまた単なる間接的な道徳的制約力にしかすぎないので
ある。要するに，小工業の雇主と労務者との間における契約関係を決定している基本的要
素は， 「雇主の支払能力によって定められた上部制限，あるいは条件を伴った労働の供給
市場とその用役に対する需要」 (B,p. 62.)であったのである。
このように，ハウラにおける小機械工業に対して『工場法』の規制は，何ら影響を与え
ていなかったのである。それは『工場法』適用以下の小・零細企業であるため，工業側に
それを改善せしめ規模を拡張するだけの経済的根拠が備わっていない限り，作業条件ある
いは賃金等の改善も当然用意されないでもよかったのである。換言すれば， 『工場法』の
適用範囲内にまで工場を大きくするためには，まず工場そのものが経済的に余裕ある企業
利潤を獲得せねばならないのである。このことは小企業主にとっては，かえって苦痛にな
ってくるのである。また，たとえ企業が『工場法』の規制を受けたとしても，企業主たち
はその規制条件を合理的に切り抜けることができたのである。たとえば，有給制度を認め
るかわりに，日給賃金率を最初に25バーセント軽減せしめて雇主の費用を緩和せしめてい
た。このようにして雇主たちは，一般的には『工場法』以下の登録を免れることによって
法律範囲以外で労務者を働かすことができたのである。
これを要するに，すでに述ぺてきたように，企業拡張に対する資金の欠如や企業参加の
容易さ等は，小企業の利潤を侵蝕する傾向にあり，したがって賃金および休暇等の恩恵も
非常に不足しているのである。 (Cf.,B, pp. 62-63.) 
ハウラの小機械工業における賃金および作業条件等の実態から抽き出される第3の結論
は，俸給や作業条件が劣悪であるということのみならず，それらが曖味な方法によって示
されているということである。賃金率．職務開始時の階層制・作業条件等は，通常雇主が
決定していたが，このような契約はすべて法的手続を経ていない漠然としたものである。
このような不明瞭な機構の中で，ただ1つ明確なものは，現金関係すなわち「無作業＝無
報酬」という徹則であるということは注目に値するであろう。 (Cf.,B, p. 64.) 
労務者の工場での勤続年数
ハウラの小機械工業にみられた特徴の 1つは，職務の移動性，とりわけある工場から他
の工場へと労務者が移るところの水平的移動が激しいということである。前述したよう
に，雇主と労務者との契約条件が不明瞭であるということは，労務者の職場変更にはある
意味では有利となってあらわれているといえるであろう。そして職場変動の主要理由が経
済的条件にあったことも当然であるといえるであろう。
ハウラの小機械工業におけるこのような頻繁な労働移動は，工場雇用における合計期間
および労務者の職業経歴を参照することによっても容易に理解することができる。すなわ
ち， 182人の労務者のうち約4分の 1のものが，工場勤続年数（通算）わずか1年あるい
はそれ以下という短期間を示している。 （第2-12表参照）また現在工場での勤続年数が
5年以上という労務者は， 182人のうちわずか5人しかいない。そして約半数近くのもの
が1年あるいはそれ以下の勤務である。 （第2-11表参照）労務者の大多数のものは，現
在工場に勤務する以前に，すでに他の工場で作業経験を有していたのである。労務者の大
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第2-11表 労務者の現在工場での勤 第2-12表通算工場勤続年数
続年数
通算勤続年数 1労務者の数
1労務者の数勤続年数
1年，あるいはそれ以下 46人
1年，あるいはそれ以下 84人 1~2年 36 
1~2年 60 2~311 26 
2~311 18 3~411 15 
3~411 5 4~511 12 
4~5,, 10 5~10,, 33 
5年以上 5 5年以上 14 
＾ ロ 計 182 ＾ ロ 計 182 （注） 平均1.7年 B, p. 6. （注） 平均3.9年 B, p. 67. 
多数のものにとっては，工場作業は非常に入りや
第2-13表 労務者がはじめて工場 すい職業であったのである。このことは，労務者
に就職したときの年令
が最初に工場に就職した時の年令の低さからも明
年 令 1労務者の数 白となるであろう。 （第2-13表参照）しかしな
14才以下 8人
がら，それはまた，年若くして労働せねばならな
かったという労務者の貧困な経済的理由をも反映
14~18オ未満 89 しているといってよいであろう (12)。
18~20 1 36 ところで，工場労務に対する熟練知識技術の習
20~25 , 42 得は簡単である。一方工場内部での規則的昇給制
25~30 II 6 度の欠如は，同じ熟練度であっても，労賃が異な
30オ以上 1 
るということから，労務者をして他の工場へと移
動せしめるようになるのである。•このようにハウ
＾ ロ 計 182 ラの小機械工業は，未熟練労務者を熟練労務者に（注） 平均年令17.8オ B, p. 68. 育成していくことには成功してきたかのようにみ
えるが，その反面，雇主と労務者との関係を密接
なものにせしめることには失敗しているのである。 (Cf.,B, pp. 67ー 70.)
雇主と労務者との関係
それではハウラの小機械工業における雇主と労務者との関係にみられるところの根本的
特徴とはいかなるものであろうか。これを一口にしていえば， 「かれらの関係の性質が非
常に一時的である」 (B,p. 71.)ということである。 このことは， もうすでに概観してき
たように，ハウラの小機械工業における労務者の水平的移動すなわち職場離脱が非常に多
いということからただちに理解することができるであろう。労務者は少しでも高い報酬を
求めて，工場から工場へと移りかわっていくのである。かれらが1・つの工場を退職する場
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合，それはまさに「働きに行くことを止めてしまう」 (B,p. 61.)だけでよかったのであ
る。一方雇主の側でも，労務者に対しては通告なしで解雁する権利をもっていた たと
えば「無作業＝無報醜」の原則にのっとって—。また，一般的に労働供給が豊富であっ
たため，労務者の採用には不自由しなかったことや，たいていの場合，何ら労務者なしに
自分自身の労働だけで工場運営ができるという，雇主の労務者的背景あるいは小・零細規
模経営は，雇主をして労務者に対する関心を稀薄ならしめているのである。かれらの関係
が以上のようなものであるため，そこには正常な意味での労働組合があらわれてこないの
も当然の帰結であるといえるであろう。事実，雇主と労務者との関係は 1対1であるた
め，労働問題を「形式化したり，あるいは全労務者に普遍的な原理的問題の中に一般化す
ることは困難であった。」 (B,p. 72.)のである。また政府権限も欠如していたのである。
なぜならば， 「『工場法』はいかなろ方法においても，雇主と労務者との権利， 義務をつ
かさどらなかったからである。」 (B,p. 71.)しかしながら，労働組合の欠如は，雇主の労
務者に対する人間的虐待へと遅いてはいなかったのである。すなわち労務者の職場離脱の
頻繁さは，労務者たちの特権とみなされ，そこにはむしろ何らかの形で調和ある関係さえ
作用されているかのように思われているのである。 (Cf.,B, p. 72.) 
なお，雇主と労務者との関係がやや密接であると思われる一面を指摘すれば，それはか
れらの社交上においてあらわれている。雇主と労務者との間の社交関係には，通常社交訪
問や晩餐への招待が含まれている。インドにおけるカスト制度は，ある時には社交関係の
禁止や排他を意味する場合が非常に多い。しかしながら，ハウラの小機械工業における雇
主と労務者との間の共通性は，一般的に同一の言語，カスト，そして時には雇主が元労務
者であったというように，同一の社会的背景を有する同一階層に属しているため，そこに
は隔離というよりも親近さがあったのである。したがって，雇主と労務者との間の社会的
障壁も大きいものではないとみなしてよいであろう。
(4) 作業態度および動機
次に，労務者の作業態度および職業選択の動機について簡単にみてみよう。
まず，労務者がもっとも好ましいと思っている現在工場の様相とは何であったか。 （第
2-14表参照）
第2-14表からも伺えるように，やはり労務者にとっては良好な待遇，および調和あろ
関係がもっとも望まれている (38バーセント）のである。また作業活動，あるいは作業の
性質が好まれたものは28パーセントであった。一方，現在工場でもっとも好ましくない様
相については，第2-15表にみられるように，半数以上の労務者が不満足な賃金をうった
えている。また4分の 1以上のものたちが，昇進に対する機会の欠如や，安全の欠如につ
いて答えている。
以上を全体として概括するとき，労務者が工場職務においてもっとも要望していること
は，次の 6つの面であると述べられている。すなわち， 1賃金率およびその他の金銭的恩
典， 2業務安全の保証， 3作業あるいは作業活動の性質， 4同僚労務者および監督との良
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第2-14表 現在工場で最も好まれ 第2-15表 現在工場でも最も好ま
た様相 しくない様相
好まれた様相 1 労の務者数 好ましくない様相 1 労の務者数
どの様相も好ましくない 2 嫌がられた様相はない 10 
作業の性質 51 不満足な賃金 94 
変化があった 11 安全の欠如 26 
努力を必要としなかった ， 昇進への機会がない 22 
熟練した 31 
故郷および家族からの隔離 10 
良好な待遇 46 
調和ある関係 23 
作業の性質 ， 
昇進に対する訓練・機会 27, 変化がなかった 2 
良好な規則的賃金 13 努力を必要とした 7 
他（職務，故郷に近い等） 6 無関心 2 
不回答 10 不回答 ， 
＾ ロ 計 182 ＾ ロ 計 182 B, p. 76. B, p. 77. 
好な関係， 5昇進への機会，そして6故郷や家族との接近等である。 (Cf.,B, p. 77.) 
ところで，労務者に対する職業選択の計画を調査した結果， 3分の 1のものが小機械工
業経営を志しているといわれている。また他の4分の1のものは，将来の期待や安全保証
のために大工業における労務者になることを希望し，他の4分の 1のものは，訓練機会，
将来の見通し，熟練技術を獲得する等の理由により，現職にとどまると答えている。 (Cf.
_p. 79.)これを要するに， 1のタイプは小工業経営あるいは独立への願望， 2のクイプは
小よりも大，すなわち安定ある職場勤務への願望，そして 3のタイプはなお一層の訓練あ
るいは技術学習のため現職にとどまる，ことをあらわしている。しかしながら，大ていの
場合，労務者たちは，現実における経済的理由から事実上，職業計画の樹立機会を与えら
れる以前に，止むなく何でも有利なそして手ごろな職業に身を投じなければならなかった
のである。このようにみてくると，ハウラにおいてみられるような小機械工業は，労務
者が通常，機械における 1つの歯車にしかすぎないような大工業とは異なって， 「労務
者にとっては稼ぐための1つの機会を与えるだけでなく，学習の機会をも与えている」
(B, p. 79.)といえるであろう。しかしながら，その反面，小工業における低賃金および
工場内部での垂直的移動の欠如は，労務者の水平的移動には拍車を加え，その結果，労務
者はいつの間にか小工業人 (SmallIndustrialist)になってしまうのである。そしてそこ
に生じてくる 1つの願望が，かれ自身の小機械工業の独立経営にあるということは，すで
にみてきたとおりである。
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(5) 政府と小工業
最後にわれわれは，ハウラの小機械工業に対して政府がどのように関与しているかとい
うことについて概観してみよう。
原材料
まず，原材料についてみるに，ィンドでは一般的に原材料の割当て許可制が施行されて
いるが，その手続き経路において，政府行政の緩慢さや時間的浪費が甚だしく，非常に混
乱をきたしている。しかしながら，小工業にとって必要な原材料は，公正な管理価格より
も25~100 バーセント程度のプレミアムを付加した価格でもって，通常商品市場—むし
ろ闇市場と呼ぶべきであろう一ーにおいて販売せられているのである (13)。したがって，
小工業経営者たちは，許可をえたり，それを用いるための官僚式特有の緩慢な手続きや浪
費をはぶくために， このような高額な闇値を支払うことの方を， 当然に選択するのであ
る。換言すれば，このような闇価格は，かれらにとっては，原材料を「自由に購買するた
めの高い費用」 (B,p. 82.)であったのである。その上，ハウラの小機械工業における原
材料の要求はさほど大きくないのである (14)。
しかしながら，原材料においてこのように不当に付加されている高額な経費は，必然的
に小工業を，その製品のコスト高，利潤率低下，そしてその結果である資本蓄積の困難，
企業規模成長の困難，へと追いやってしまうのである。また，大工業一一ことに小工業と
異なって政府より有利な公認の原材料割当てや保護を受けている一との競争関係におい
て，そのスタートたる原材料獲得の面で，小工業はすでに不利な立場に立たされているの
である (15)。
マーケッティング
ハウラの小機械工業の販売純益高は，その企業規模を反映して非常に少額のものであ
る。すなわち， 10,000ルビーあるいはそれ以下というのが20,15,001~50,000ルビーとい
うのが16,そして， 50,000ルビー以上というのはわずか3しかなかった。 (Cf.,B, p. 53.) 
次に，かれらの製品の主要な販売先についてみるに，それは， 「一般的に卸売業者，小
売商人，大製造業者，および契約者であったところの仲買人である。」 (B,p. 83.)そして
これら仲買人に通じている最終的バイヤーは，政府・鉄道・建設産業等である。このうち
政府や鉄道からの需要は，大口とされているが，再注文や製品の特化あるいは専門化に関
しては限定されている。また注文に関しては，小機械工業の製造能力に根拠をおいて認可
されたものだけが注文を与えられるのである。そこで小工業側においては，これらの請負
作業をかれらの仲間同志あるいは定評ある契約者との間で分け合って行なっているのであ
る。このような作業の分担は一般的に公正な慣習とみなされているのである。 (Cf.,B, pp. 
83-84.) 
ところで，ここにいわゆる仲買人とは，一般的には金物商，卸売業者，小売商等であっ
て，かれらは製造工場と最終消費者とを結ぶ役割を果たしているのである。しかしなが
ら，かれらは自己の商売を営なんでおり，在庫品も維持しているのである。そして，商品
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の損失危険をも押しわけて活動しているのである。 (Cf.B, p. 84.)すなわち，かれら仲買
人たちは，注文品を探し求め，注文が確保されると， 「最低の見積額をえるために，サン
プルやデザインを持って，ハウラの製造業者から製造業者へと移動して買いあさるのであ
る。」 (B,p. 84.)そして価格支払条件やその決定に関しても，仲買人の方が支配的地位に
あり，小工業にとっては不利であった。支払条件は，大体において製品引渡後1~3ヵ月
とされている。その上，支払の遅延は，ハウラの小機械工業における苛酷な金融面を一層
悪化せしめ，原材料・燃料・その他必須要素等の入手困難をきたし，ついには小工業をし
て止むなく一時的休業へと陥らせたりするのである。また，価格の切下げ等も全く一般的
であり，このような不利な状態にもかかわらず，小機械工業経営者が自己の事業に満足し
ているのは，「かれら小工業家の柔順さを反映している」 (B,p. 85.)ものとみなされてい
るのである。 (Cf.,B, pp. 84-85.) 
さて，以上においてみられたような，ハウラの小機械工業に対する仲買人の支配関係の
特徴は，いわゆる「流通過程の支配により劣位生産者を従属させ収取するもの」(16),すな
わち商業資本的機能における問屋制支配の形態を示しているものと理解してよいであろ
う。このことは，ハウラの小機械工業に対する原材料の供給先が，主として卸売業者およ
び小売業者等の仲買人であることからも容易に推察できるのである。 （第2-16表参照）
第2-16表小機械工業に対する原材科の供給先
供
製造業者，時には公開市場
卸売業者
小売業者
公開市場（卸売業者および小売業者を含む）
自分自身で購買せず（得意先から原材料提供，あるいは修理
作業のため）
?
先 工場の数
4 
15 
6 
7 
8 
? ?
40 
（注） 文献Bの83ページの文章より作成
すなわち，小工業に対する原材料の供給先は，卸売業者および小売業者等の仲買人が50バ
ーセント以上も占めており，製造業者はわずか10バーセントにしかすぎないのである。こ
のように，ハウラの小機械工業に対する原材料の有力な供給源泉は，製造業者ではなく，
仲買商人である。
これを要するに，ハウラの小機械工業に対して支配的地位にあるものは，製造業者一産
業資本ではなく，仲買商人一商業資本である；換言すれば，ハウラの小機械工業は，一般
的な意味において，問屋制家内工業の段階にあるものとみなしてよいであろう。
政府援助
最後に，ハウラの小機械工業に対する政府援助についてみるに，それは，インドにおけ
る政府の一般的な小工業援助政策を反映して2つの援助機関が設置されている。
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その1つは，小工業サーピス協会（西ペンガル） (The Small Industries Service Institute> 
(17)および，中央技術協会 (TheCentral Engineering Organization)である。前者の活・
動範囲は，広く西ベンガル全域にわたっており，後者のそれは，ハウラにおける小機械工｀
業に限定せられている。
ところで，ハウラにおける小機械工業経営者のほとんどすべてのものがあらゆる面に関
して政府援助を要望しているといわれている。しかしながら，ここに調査対象となってい
る40の小工場に関しては，わずか2工場だけしか政府援助を獲得していないのである。す
なわちその 1 は，中央技術協会会員の資格であり，他の 1 は，原材料に対する割当ての許•
可を受けているのである。 (Cf.,B, p. 85.) 
このように，政府援助は，資本および資本財の提供，原材料供給の調整，技術援助の分
与，配給施設の整備等，小工業のほとんどすべての面にわたってなされることを主旨とし
ているのにかかわらず，実際面ではあまりその効力を発揮しているとは思われないのであ
る。むしろ規制の方が小工業発展に対する障壁となってあらわれている面もないではない
のである。すなわち，輸入制限，租税，工場法律制，等がその主要な障壁要因としてあげ
られている。 (Cf.,B, p. 86.)しかしながら，ハウラの小機械工業（ここに調査されたタ
イプの小機械工業）に関する障壁はほとんどみられなかったとされている。なかには，そ
の障壁に対して小工業の側で対策を講じさせるようになってしまってさえいるのである。
要するに， 「ハウラにおいて普及している根本的な思想というものは，政府援助政策を
受けいれるように思われた。そしてまた，実際にそれを受けいれるように思われた」 (B、
p. 86.)のである。そして，小工業の養成， ことに金融面におけるその必要性が痛感せら
れているのである。
注(1) ハウラ地区の人民は1951年の国勢調査によると， 83パーセントがヒンズー教徒， 16-
パーセントがマホメット教徒，残りの 1バーセントがその他の信徒と分類された。
(Cf., B, p. 13.) -Cf., NK. Bose, "Some Aspects of Caste in B暉 gal",Man in: 
India, 38 (2), April-June, 1958, pp. 7年 97.
(2) Mahiyasー 最後のカスト分類一覧表が作成された1931年の国勢調査によれば，ペン
ガル（東・西に分割されていない）地方の総人口 51,087,300人のうち 2,381,300人で
あり，最大の単ーカストを形成していた。かれらの10バーセント以上の約274,000人
が1931年にはハウラ地区に居住していたが， この数はハウラ地区における住民総数
1,098,900人の 4分の 1をも占めていることになる。 (Cf.,B, p. 13.) 
(3) 数多くの社会調査によれば，カストと職業との比較は，カストの伝統的範囲に反対
の傾向を示している。一Cf.,The Unesco Research Centre's study, "Social ancf 
C叫turalFactors Affecting Pro血ctivityof Industrial Workers in India," Delhi 
1961. 
(4) ベンガル人(Bengalis)一ヒンズー教徒とマホメット教徒の両者で，ジュート工湯
におけるような非熟練的職業を好まぬ。このような職業選択の傾向は，・かってのペンし
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ガル緩饉の暗黒時代に，数千におよぷペンガル人がジュート工業に流入した時でさえ
表面化した。 (Cf.,B, p .19.) 
また，インドにおける労働に関する王立委員会の『報告書』にも， 「ペンガル人は
，他のインドのどの人種よりもエ湯労慟に関しては劣っている傾向がある。近年にお
いては，他のインド人達よりも一層熟練を要する工業に可能性を実現してきている。
そしてかれらの人数は，熟練部門や軽工業部門において着実に増加している。しかし
ながら，ジュート工湯においてはかれらの数は4分の 1以下しかしない……」と述ぺ
られている。 ("Reportof the Royal Commission_ on Labour in India", 1931, p. 11.) 
なおこのような適正素質は，他のインド人の人種においてもあらわれている。すな
わち，オリヤス人＿紡績，ウッタ・プラデツ人＿紡織等である。 (Cf.,B, p. 21.) 
(5) 一般的にヒンズー教では，ある特別の日に機械や道具あるいは設備を礼拝する慣習
がある。 (Viswakarma: God of machines) 
(6) 尾崎彦朔著『新しいインド』（三一書房） 1957年， 103ペー ジ。
(7) ハウラにおける小機械工場，すなわち 2,000以上にもおよぷ鋳型工場・鉄工所・旋
盤細工所等は，ハウラ市の10マイル四方内に集中しており，これらの小工場は， 「出
まかせのままに設立されて」おり，都市計画の欠如とあいまって， 「住居地帯と工場
とが隣り合わせで存在している。」そして工場街に特有のごみや騒音等で， 「街道を
歩くのも困難をきわめている」と描写されている。 (Cf.,B, p. 55.) 
(8) 調査によれば，雇主のうち10人すなわち 4分の 1だけが，賃金の15日分に等しいだ
けのポーナスを支給しており，そして労務者のうち約10パーセントのものだけが， 10
ルピーから賃金の 1月分程度のポーナスが支給された， と報じられている。 (Cf.,B, 
p. 59.) 
(9) インドにおける有給休暇は，現在のところ便宜上52日の週末休プラス15日の特典休
暇の計年67日とされている。 (Cf.,B, p. 62.) 
UOl インドにおける宗教的休暇は，通常，神に対するある儀式の挙行を必要としたので
ある。そこで雇主は儀式を挙行するように労務作業を休み，労務者には賃金を与えな
いということは道徳的に悪いものだと考えていたのである。また雇主自身がその儀式
に熱中しているため，たとえ労務者が働きにエ湯へやってきたとしても，第1その監
督ができなかったのである。 (Cf.,B, p. 60.) 
UU インドの動力使用部門における労務者の平均賃金率は， 1日あたり3.99ルピーとい
われているが， ハウラ小機械工業の場合， その約 4 分の 3 程度である。—-Cf., A 
Sample Survey of Ma成 facturingInd匹 tries:1951. Conducted by the national 
Sample Survey Unit of the Indian Statistical Institute", p. 19. table 4. ・1. 
U2l 『エ湯法』の第67条および第68条に， 14オ未満の子供は工場において労役を要請さ
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れてはならないし，またこれを認めてはならないと，うたわれている。そして， 14オ
以上の子供，あるいは青年 (15オ以上18オ未満）は， (a)第69条の下で，工場管理者の
監督下に認容された適切な証明書， (b)このような子供あるいは青年が，以上のような
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証明書によって与えられている特定の作業に就く以外は，工湯における労役を要請さ
れてはならないし，またこれを認めてはならない，とうたわれている。 (Cf.,B, p. 69.) 
それにもかかわらず14オ~18オ未満，あるいは14才以下で，もう工場作業経験を有す
るものが約50パーセントもいるという事実は，ハウラの小機械工業の特殊さをあらわ
している。そしてそれはまた前述したように，小企業家にとっては， 『エ湯法』適用
以下の未登録工湯であるがために，その規制を免れて低年令層の労務者を低賃金で雇
傭するのには絶好であるように思われる。 • 
(1翁 原材料・構成要素等に関する闇市場価格の一例は，すでに前稿において表示され
た。一一拙稿「インドにおける小工業の発展(1)—小工業開発援助政策と小工業の社
会状態—」関西大学『経済論集』第15巻第 3 号， 56ページ第 1-5 表参照。
(14) ここに調査対象となっているハウラの小機械工業が原材料に費したと思われる年あ
たりの金額をみると，およそ次のようである。
原材料に費した金額 (1年あたり）
5,000ルピーあるいはそれ以下 10 
5,001~10,000ルピー 4 
10,000~20,000ルピー 7 
契約業者・あるいは製造業者によ
ゼロ（る原材料の提供を受けていたか 8 ある•いは修理作業専念のため ）
費用金額を明細に記入せず 6 
Cf., B, p. 82 
U5l 拙稿「インドにおける小工業の発展(1)-小工業開発援助政策と小工業の社会状態
ー」関西大学『経済論集』第15巻第3号， 55-56ページ参照。
U6l 稲葉襄著『中小工業経営論（序説）—中小工業問題の理論一』（森山書店）昭和
37年， 227ペー ジ。
U7l 小工業サーピス協会の役割については，すでに前稿において略述された。一拙稿
「インドにおける小工業の発展(1)-,Jヽ工業開発援助政策と小工業の社会状態—」
関西大学『経済論集』第15巻第3号， 58ページ参照。
3 
以上において，インド小工業の典型ともいうぺきハウラにおける小機械工業の社会状態
の一面を，ユネスコ調査センクーの手による調査研究を通じて概観してきたが，ここに，
その特徴的であると思われるものを要約してみよう。
ハウラにおける小機械工業にみられる特徴—そして，それはとりもなおさず，インド
における小工業の特徴をあらわしている一とは，何であろうか。
それは，一口にしていえば，インドという低開発国たる社会背景から惹起されている特
微である。すなわち，その主なものは， 1 企業の家計維持•生業的零細性， 2 動カ・機械
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等の使用程度の低さと遅れ，および，低廉な未熟練労働力への依存度が高く，しかも労働
移動が頻繁であるということ， 3企業における人種上の特色および，ィンド独得の宗教的
身分階級制（カスト）のあらわれ， 4小機械工業設立，すなわち企業参加の容易さ，そし
て， 5政府の小工業政策が，援助というよりもむしろ，規制的であるということ，等であ
る。また，ことにハウラの小機械工業の特徴について特筆すべきことは，それらが概して
問屋制家内工業的存在であるということである。
これを要するに，インドにおける小工業—少なくともハウラの小機械工業—は，広
く一般的な小工業の特徴を如実にあらわしているといえるであろう。すなわち，企業経営
面における非近代性，低廉な未熟練労働力依存，資金•生産・流通等のあらゆる面に関す
る小工業の困難性等である。
4. むすび
われわれは，インドにおける小工業の発展について若干概観してきた。すなわち，まず
第1に，アメリカのフォード財団援助による国際計画班のインド小規模工業に関する調査
研究の『報告書」を通じて，ィンドにおける政府の小工業開発援助政策の現状の一面をみ
た。そして第2に，南アジアにおける社会および経済発展に関するユネスコ調査研究セン
ターの手による，ハウラの小機械工業の調査研究を通じて，『インドにおける小工業の社会
状態』の一面をみた。さて，ィンドにおいては，すでに述べたように，日本におけると同
じような「中小企業」という用語は用いられないで，もっぱら，小企業(Smallbusiness) 
小工業 (Smallindustry)と呼ばれている。そして， それらはまた，小規模工業 (Small
scale industry), 村落工業 (Villageindustry), および，手工業 (handicraft)と3つの
形態に分類されているが(1), 小規模工業の中には，機械工業や最近勃興してきたような
工業—たとえばプラスチック工業—等が含まれている。これに対して，村落工業や手
工業は，いわゆるインドにおける伝統的な「在来工業」である。
ところで，インドにおいては，小工業開発援助政策の主たる対象となっている小工業と
は一体どのような小工業であろうか。それは， 「村落工業と区別して取りあつかわれるべ
き」 (A,p. 2.)小規模工業とりわけ，小機械工業等である。
すなわち，ィンド政府はこれらの小工業を開発，援助することによって，雇傭の増大を
はかり，また，地域開発を進展せしめることによってそれぞれの州における経済上の不均
衡を是正し，あるいは，資財，ことに耐久消費財等の生産を増大せしめ，そしてインド全
体としての経済発展を意図せんとしているのである。そのため， 2回にわたって，フォー
ド財団援助による国際計画班を招聘し，かれらに小工業の調査研究を行なわせ，その勧告
を積極的に経済5ヵ年計画の中に受け入れてきたのである。また，小工業に対する原材料
等の割当て，技術援助，あるいは各種の小工業開発援助機関等の設置等をも積極的に行な
ってきたのである。
しかしながら，ここにおいて新しい政策的矛盾，および政策上の限界があらわれてきた
のである。すなわち，工業化の過程において，ことに小工業の開発過程において，今度は
81 
I ---―•一▲—------—---- ----
ヽ82 開西大學『鯉済論集」第16巻第 1号
かれら小工業の要求を満たすだけの原材料，あるいは電力等が不足しだしたということで
ある。換言すれば，小工業に対する積極的な開発援助政策によって育成発展してきた小エ
業，あるいは新しく勃興してきた小工業等が増加したため，小工業に対する原材料あるい
は電力等の供給が限界に達したということである。そのため，小工業政策もむしろ援助と
いうよりも規制の面が強くなりだしたのである。一方，経済 5ヵ年計画の内容も，小工業
中心のものより，大工業中心のものへと変化しつつある。その上，せっかく設置せられた
各種の小工業開発援助機関も，その中には，当の小工業側からの利用度が少ないという理．
由や，構成メンバーの不足，設備上の不備等の理由から，その存在価値が疑われているも
のもあらわれたりしているのである。 ・
これを要するに，インドにおける小工業開発援助政策は積極的にしてかつ盛り沢山では
あるが，十分にその効力を発揮していない，というのが現状である。
次に，ハウラにおける,j~島械工業についてみるに，それらは—少なくともここに取り
あげられた文献についてみる限り―政府の小工業開発援助政策とは何ら関係なしに存在
しているのである。すなわち，かれらは，雑草的存在であるといわれている，小工業の一
般的特徴を如実にあらわしているのである。
換言すれば，それはまさに，大都会の貧民街に多くみられる家内工業的下請加工業者と
して，長時間労働，零細なる収入，不完全な設備，不潔な職場で生産に従事しなくてはな
らない，苦汗制度(Sweatingsystem)の特徴を示しているのである (2)。
このように，政府の小工業開発援助政策とその対象たる小工業自体が，うまくかみ合わ
されていないところに，インドにおける小工業問題が生じているのである。そして，それ
はまた低開発国に共通している小工業問題の一般的な特徴であるともいうことができるで
あろう。
なお，本小稿において取りあげられてきた諸文献は，いずれも小工業側中心のものであ
った。もとより，その中には大工業との比較分析や説明等もかなり行なわれていたが，そ
れらが不十分であったことはやはり否定しきれない。
真の意味における小工業開発援助政策，あるいは小工業の社会状態は，大工業との相互
依存・補完関係，および，相互競争・相剋関係等に関する研究分析を通してこそ理解する
ことができるとおもわれるが， それは今後，われわれに課せられた主要な研究問題であ
る。
注(1) アジア経済研究所編前掲書， 16ベージ，拙稿「インドにおける小工業の発展(1)-
小工業開発援助政策と小工業の社会状態―-」関西大学『経済論集』第15巻第3号，
46ページ注(3)参照。
(2) 松原藤由著『増補工業経済学の基本問題』（法律文化社） 1964年， 51ページ参照。
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